
議案第32号 

 

葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

 

葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成26年葉山町条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 

   （別 紙） 

 

令和６年６月５日提出 

 

葉山町長 山 梨 崇 仁 

 

提案理由 

内閣府令で定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の改

正等に伴い、所要の改正を行うため提案するものです。 



葉山町条例第 号 

  

葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 

  葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成26年葉

山町条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項各号列記以外の部分中「第３号」を「以下この条」に改め、同項第３

号中「この号」の次に「及び第４項第１号」を加え、同条第５項各号列記以外の部分

中「のうち、」を「のうち」に、「行う者」を「行う施設又は事業所」に改める。 

 第25条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

 第28条第７号エ中「第120条第１項」を「第112条第１項」に改める。 

 第 29条第２項第３号中「 20人」を「 15人」に改め、同項第４号中「 30人」を「 25

人」に改める。 

 第 31条第２項第３号中「 20人」を「 15人」に改め、同項第４号中「 30人」を「 25

人」に改める。 

 第 44条第２項第３号中「 20人」を「 15人」に改め、同項第４号中「 30人」を「 25

人」に改める。 

 第 47条第２項第３号中「 20人」を「 15人」に改め、同項第４号中「 30人」を「 25

人」に改める。 

 第49条を第50条とし、第６章中同条の前に次の１条を加える。 

 （電磁的記録） 

第49条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）により行うことができる。  

  附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれが

あるときは、当分の間、この条例による改正後の葉山町家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める条例第 29条第２項、第 31条第２項、第 44条第２項

及び第 47条第２項の規定は、適用しない。この場合において、この条例による改



正前の葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第 29条

第２項、第 31条第２項、第 44条第２項及び第 47条第２項の規定は、この条例の施

行の日以後においても、なおその効力を有する。 



 

 

 

条例の概要 
 

 題 名 

葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

 

１ 趣 旨 

  内閣府令で定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の改正等に伴

い、所要の改正を行うこととした。 

 

２ 内 容 

（１）家庭的保育事業所等における職員の配置基準を次のとおり改めることとし

た。 

年齢区分 現行 改正後 

３歳児 
おおむね20人につき 

職員１人 

おおむね15人につき 

職員１人 

４歳児以上 
おおむね30人につき 

職員１人 

おおむね25人につき 

職員１人 

（２）その他省令改正に伴う所要の改正を行うこととした。 

 

３ 施行期日等 

（１）この条例は、公布の日から施行することとした。 

（２）保育士及び保育従事者の配置状況を鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそ

れがあるときは、当分の間、この条例による改正後の職員の配置基準は、適

用しないこととした。この場合において、この条例による改正前の職員の配

置基準は、この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有すること

とした。 

議案第 32 号参考資料 

第 ２ 回 定 例 会 

令 和 ６ 年 ６ 月 ５ 日 
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葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 ○葉山町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

平成26年10月14日条例第８号 平成26年10月14日条例第８号 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪

問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、第14条第

１項及び第２項、第15条第１項、第２項及び第５項、第16条並びに第17条

第１項から第３項までにおいて同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適

正かつ確実に行われ、及び、家庭的保育事業者等による保育の提供の終了

後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成18年法律第

120号）第６条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教育を

いう。以下この条において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園（以

下「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪

問型保育事業者」という。）を除く。以下この条、次条第１項、第14条第

１項及び第２項、第15条第１項、第２項及び第５項、第16条並びに第17条

第１項から第３項までにおいて同じ。）は、利用乳幼児に対する保育が適

正かつ確実に行われ、及び、家庭的保育事業者等による保育の提供の終了

後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教育基本法（平成18年法律第

120号）第６条第１項に規定する法律に定める学校において行われる教育を

いう。第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供されるよう、次に

掲げる事項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園（以下

「連携施設」という。）を適切に確保しなければならない。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児

（事業所内保育事業（法第６条の３第12項に規定する事業所内保育事業

をいう。以下同じ。）の利用乳幼児にあっては、第42条に規定するその

他の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第４項第１号において同じ。）

を、当該保育の提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希

望に基づき、引き続き当該連携施設において受け入れて教育又は保育を

提供すること。 

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児

（事業所内保育事業（法第６条の３第12項に規定する事業所内保育事業

をいう。以下同じ。）の利用乳幼児にあっては、第42条に規定するその

他の乳児又は幼児に限る。以下この号において同じ。）を、当該保育の

提供の終了に際して、当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引

き続き当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供すること。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事

業者等は、法第59条第１項に規定する施設のうち次に掲げるもの（入所定

員が20人以上のものに限る。）であって、町長が適当と認めるものを第１

項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭的保育事

業者等は、法第59条第１項に規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所

定員が20人以上のものに限る。）であって、町長が適当と認めるものを第

１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなけ
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改正後 改正前 

確保しなければならない。 ればならない。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

（保育の内容） （保育の内容） 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和23年厚生省令第63号）第35条に規定する内閣総理大臣が定める指針に準

じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に

応じた保育を提供しなければならない。 

第25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

和23年厚生省令第63号）第35条に規定する厚生労働大臣が定める指針に準

じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に

応じた保育を提供しなければならない。 

（設備の基準） （設備の基準） 

第28条 小規模保育事業Ａ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ａ型」

という。）の設備の基準は、次のとおりとする。 

第28条 小規模保育事業Ａ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ａ型」

という。）の設備の基準は、次のとおりとする。 

(１)～(６)（略） (１)～（６）（略） 

(７) 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）

を２階に設ける建物は、次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以

上に設ける建物は、次の各号に掲げる要件に該当するものであること。 

(７) 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）

を２階に設ける建物は、次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以

上に設ける建物は、次の各号に掲げる要件に該当するものであること。 

 ア～ウ（略）  ア～ウ（略） 

  エ 小規模保育事業所Ａ型の調理設備（次に掲げる要件のいずれかに該

当するものを除く。以下このエにおいて同じ。）以外の部分と小規模

保育事業所Ａ型の調理設備の部分が建築基準法第２条第７号に規定す

る耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第112条第１項に規

定する特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、

暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又は

これに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること。 

  エ 小規模保育事業所Ａ型の調理設備（次に掲げる要件のいずれかに該

当するものを除く。以下このエにおいて同じ。）以外の部分と小規模

保育事業所Ａ型の調理設備の部分が建築基準法第２条第７号に規定す

る耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第120条第１項に規

定する特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、

暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又は

これに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること。 

   (ア) スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが 

設けられていること。 

   (ア) スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが 

設けられていること。 

   (イ) 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、か

つ、当該調理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が

講じられていること。 

   (イ) 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、か

つ、当該調理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が

講じられていること。 

  オ～ク （略）   オ～ク （略） 
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改正後 改正前 

（職員） （職員） 

第29条 （略） 第29条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合

計数に１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合

計数に１を加えた数以上とする。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね15人につき１人（法第

６条の３第10項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね20人につき１人（法第

６条の３第10項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満４歳以上の児童 おおむね25人につき１人 (４) 満４歳以上の児童 おおむね30人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第31条 （略） 第31条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各号に

定める数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各号に

定める数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね15人につき１人（法第

６条の３第10項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね20人につき１人（法第

６条の３第10項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満４歳以上の児童 おおむね25人につき１人 (４) 満４歳以上の児童 おおむね30人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第44条 （略） 第44条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合

計数以上とする。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下

回ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合

計数以上とする。ただし、保育所型事業所内保育事業所一につき２人を下

回ることはできない。 

(１)、(２) （略） (１)、(２) （略） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね15人につき１人（法第 (３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね20人につき１人（法第
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改正後 改正前 

６条の３第12項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

６条の３第12項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満４歳以上の児童 おおむね25人につき１人 (４) 満４歳以上の児童 おおむね30人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

（職員） （職員） 

第47条 （略） 第47条 （略） 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数

の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

(１)、(２) （略）  (１)、(２) （略） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね15人につき１人（法第

６条の３第12項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(３) 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね20人につき１人（法第

６条の３第12項第２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号にお

いて同じ。） 

(４) 満４歳以上の児童 おおむね25人につき１人 (４) 満４歳以上の児童 おおむね30人につき１人 

３ （略） ３ （略） 

第６章 雑則 第６章 雑則 

（電磁的記録） （新設） 

第49条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。 

 

（委任） （委任） 

第50条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 第49条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

 


